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1 　消費者運動と生協
　本稿は、大阪における生活協同組合の展開を見ながら、日本と世界において、消費者による
協同組合運動がいかに社会を変えてきたのか、そして今、どのような課題を抱えながら、どの
ような可能性を持っているのか、検討しようというものである1）。
　消費者運動の基本であり、出発となるのは、要求型の運動である。しかし、消費者がいくら
声を上げ、署名を集め、デモをし、陳情をしたとしても、その要求を実現させることはなかな
か困難であるということはいうまでもない。消費者運動の力は数の力であるが、権力を握る少
数の前で、それはしばしば無力である。そこで、いくら要求をしても無視され、拒絶されると
いう現実を前にして、ただ要求を掲げるのではなく、それを自分たち自身の手で実現しようと
いう消費者の協同組合＝生協運動がもとめられることとなる。
　生協は、消費者が所有し、消費者が運営し、その消費者が利用するという「三位一体」の非
営利事業体であって、購買事業を通じて消費者の利益を追求している。要求を自ら実現する事
業体をもつことによって、生協運動は消費者運動においてもっとも影響力を持つ勢力となるこ
とができた。これが、20 世紀、多くの先進国経済において生じた現象である。
　とくに日本の生協の場合、「食の安心・安全」という点できわめて大きな影響力を日本の社会
に及ぼしてきた。コープ商品の開発等を通じて、組合員の食卓に貢献してきたというだけでな
く、日本の流通業界全体のレベルアップを先導するという役割を果たすこととなったのである。
　ところが皮肉なことに、安心・安全や消費者の願いの実現という点で流通業の水準が向上す
るにつれて、生協の存在意義が逆に問われるようになっている。90 年代末から 2000 年代初頭
に、ジャーナリズムのなかで「生協の使命はもはや終わった」との評言もしばしば聞かれるよ
 1） 本稿は、2010 年 6 月 1 日に開催された関西大学経済・政治研究所第 185 回産業セミナーにおける報告に加
筆・修正を加えたものである。
2うになってきた 2）後、追い討ちをかけるかのように毒入り餃子事件やミートホープ事件がコー
プ商品を巻き込む形で発生した。コープに対する世間の目はますます厳しいものとなっている。
生協はいかにして、組合員だけでなく社会に対して、その存在意義を主張するのだろうか。
　いま生協には、あたらしい21世紀型の「消費からの社会改革」の道を社会に提示することが
もとめられているのではないか。
2 　戦前大阪の消費組合運動
　オウエン派協同組合運動の失敗の後、1844年にマンチェスター近郊の織物業の街で生まれた
ロッチデール公正先駆者組合は、先行組合のアイデアと失敗に学んで、「現金販売」「市価販売」
「利用高に比例した割り戻し」といった事業運営上の技術と、「民主主義」「教育の重視」「公正
な取引」といった協同組合の精神とを巧みに組み合わせた「ロッチデール原則」を遵守するガ
バナンスを貫き、組合を大成功に導いた。そしてこれを模倣したロッチデール式の協同組合が、
英国全土、そしてヨーロッパ中に広がっていく。
　明治日本にも馬場武義らによってこの運動が伝えられ、1879 年には東京と大阪に日本で最初
の消費者協同組合が誕生した。この大阪共立商店を先駆として、戦前の大阪にも消費組合運動
が展開されることとなるのであるが、商都大阪と呼ばれ、日本のなかでももっとも商業が発達
した都市のひとつである大阪においては、消費組合運動はしばしば苦戦を強いられた。それで
も、大阪府や大阪市は行政機関としては特異と言ってもいいほどに運動に好意的であり、労働
者や市民の生活防衛のために消費組合を設立することを奨励していた。その結果、隣県の兵庫
と比べれば慎ましやかなものであったとはいえ、いくつか注目すべき組合が戦前の大阪におい
ても誕生している3）。
　しかし昭和に入って、その多くは戦争と統制経済のなかで姿を消していく。消費者による協
同組合の本格的な展開は、戦後あらたにスタートした生活協同組合運動に委ねられるのである。
3 　生協法と戦後日本の生協運動
　1945 年 8月、敗戦によってようやく空襲の恐怖から逃れることができた大阪府民は、戦中に
引き続き食料難に悩まされることとなる。とくに都市部において、食料の不足は深刻だった。
「買い出し」の時代の到来である。そこで人々は地域で、あるいは職場で、生活協同組合を設立
 2） たとえば『FORBES』1997 年 6 月号、『プレジデント』2000 年 3 月号など。
 3） 戦前大阪の消費組合運動については、杉本貴志「大阪における消費者協同組合運動の展開⑴―20 世紀前半
の消費組合運動と生協運動―」（関西大学経済・政治研究所研究双書第 152 冊『都市経済の諸相』2011 年所
収）を参照。
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し、これを通して食料を確保しようと考えた。こうして全国に雨後の筍のように誕生した生協
を、「買い出し生協」「町内会生協」と呼んでいる 4）。
　しかし、1947 年までに誕生した膨大な数の生協の多くは短命だった。戦後の生協運動の健全
な発展には、これを保護する法律が必要だと考えた日本協同組合同盟は、生協法の制定運動に
乗り出す。GHQのグラシュダンチェフ博士の理解を得て、同盟は法案を作成するが、占領政策
の転換によりグラシュダンチェフは罷免され、協同組合陣営は貴重な後ろ盾を失ってしまう。
結局、消費生活協同組合法は厚生省案をもとに、しかも国会審議の過程のなかで、それからも
さらに生協に厳しい修正を重ねて加えられた後に、1948 年に成立した。しかし、生協の発展に
危機感を抱く小売業者の声に圧された議員によって、法案はとてつもなく生協に厳しい内容に
書き換えられ、もはや生協を保護し、促進する法というよりも、生協事業をむしろ規制する法
律と化していた。日本協同組合同盟はただちに改正運動を展開するが、それはかなわず、結局、
このきびしい規制法の下で、戦後日本の生協は独自の発展の道を探ることとなったのである5）。
　生協法における主な生協規制は、生協の活動区域を都道府県内に制限する「県境規制」（第 5
条）、組合員以外の利用を一切認めない「員外利用規制」（第 12 条）、そして組合の事業として
信用事業が認めないこと（第 10 条）、の 3つである。これらは農協など他の協同組合にはない
規制であり、生協にとっては過酷な規制というべきであるが、結果的にはこの生協法が、組合
員に立脚した日本独特の強力な生協運動をつくりあげたということもできるだろう。
　つまり、日本の生協は県内での活動を余儀なくされたから、他県に進出し、全国展開するス
ーパーチェーンを横目にして、地域密着型の地道な展開を図るほかなかった。員外利用が一切
認められなかったから、ひとりでも多くの組合員を抱えようと組合員拡大に必死となった。農
協のように信用事業で潤うことはあり得なかったから、ひたすら “本業” である購買事業の発
展をめざすことになった。ひとことでいえば、地域に愛され、組合員に買い物先として支持さ
れる生協でなければ、生き残れなかったのである。
　バブル経済により住専問題でつまずいた農協や、単なるスーパーマーケット化してしまった
ヨーロッパの生協のような道を日本の生協が回避できたのは、一面では、生協法の規制の下で
の事業展開を生協が強いられたからだと見ることができる。
4 　生協法規制下の大阪の生協
　このような法制下で、大阪の生活協同組合運動は他府県のそれとは些か異なる展開を遂げて
 4） 日生協創立50周年記念歴史編纂委員会編『現代日本生協運動史』上巻（日本生活協同組合連合会、2002年）
第 1章を参照。
 5） 生協法の成立過程と成立した法の内容については、宮部好広編著『生協法を考える』（コープ出版、2004年）
を参照。
4きた。各府県では、県境規制の下で、ひとつの生協が全県的に発達するか、あるいは有力な生
協が徐々に県内生協の合同・併合に成功して生協の統一化に進んでいくことが多かったが、大
阪においては、有力な生協間で各生協のテリトリーが定められ、複数の大規模生協が各地区に
分かれて鼎立するという独自の展開を見せているのである。
　現在の状態に至るまで、戦後大阪の諸生協は、非常に複雑な創立、連合、統合、吸収、休眠、
解散、再生等々の過程を経てきているが、結果として現時点では、大阪の南部には「大阪いず
み市民生協」、中部には「おおさかパルコープ」、北部には「大阪北生協」「大阪よどがわ市民生
協」という大規模な生協が展開し、そのほかに小規模な生協がいくつも、独自の主張と方針を
持って活動する、という状況となっている6）。たとえば、吹田市など北摂地域の生協としては、
大阪北生協、大阪よどがわ市民生協の他、生活クラブ大阪（千里山生協）、北摂・高槻生協、グ
リーンコープ生協おおさか、コープ自然派ピュア大阪があげられる。
　隣県兵庫において、戦前からの灘購買組合、神戸消費組合の伝統を継ぐ「コープこうべ」と
いう巨大生協が存在し、多数の店舗を全県的に展開しているのとは対照的な状況がみられるの
である。
5 　「安心・安全」の生協
　大阪はしばしば「生協不毛の地」と揶揄されるが、それでも生協の世帯組織率はおよそ28％、
4世帯に 1世帯以上が生協の組合員である。日本全体でみれば、組合員は 2000 万世帯を越え、
食品小売シェアも5％以上である7）から、戦後日本において、生協はそれなりの発達を果たした
といえるだろう。それは何よりも、「安心・安全」のコープの訴えと事業展開が消費者に支持さ
れた結果である。
　ここで重要なのは、生協が「安全」というだけではなく「安心」を掲げたということであっ
て、たとえ国が認可した添加物であっても「使わないので済むのであれば、できるだけ使わな
い」という考えが生協の「安心・安全」の根底にはある。
　たとえば、発色や風味をよくするためにハムやソーセージなど食肉製品には必ずといってい
いほど亜硝酸ナトリウムが使われている。一般的には亜硝酸ナトリウムを食品添加物として使
用しても安全面で重大な問題はないとされている。しかし生協は、それでもあえてこれを使わ
ないハム、ソーセージの開発を試みたのである。
　今日では、このような「無塩せき」の食肉加工品は生協の専売特許ではなく、大手ナショナ
ルブランド（NB）商品のなかでも無塩せきハムがラインアップされているが、生協が初めてこ
 6） 戦後大阪における個々の生協の消息は、『大阪府生活協同組合連合会50年史』（大阪府生活協同組合連合会、
2004 年）を参照。
 7） 『第 11 次全国生協中期計画資料集』（日本生活協同組合連合会、2010 年）。
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うした製品を世に送り出した当時、業界の反発はすさまじいものだった。しかし、消費者が圧
倒的に生協を支持することで、大手流通業者、食品メーカーの姿勢も変わったのであり、つま
り生協が日本の「食」や流通を変えたのである。
　ハム、ソーセージに限らず、生協のコープ商品は日本における大規模なPB商品の嚆矢とし
て、1960 年開発の「生協バター」以来、食品業界の常識を変え、あたらしい常識と標準をつく
ってきた。一般には流通業にとってのPB商品のメリットとは利益率の高さにあるとされるが、
非営利の流通事業体である生協がPB＝コープ商品を開発するのは、いうまでもなく利益を目
的としているのではない。保存料等の添加物を使わないバターが市場にはないから、それを生
協が独自に開発しなければならなかったのである。そしてその結果、今や保存料を使わないバ
ターがあたりまえという世の中になっている。
　1970 年代から 80 年代は、このようなコープ商品が欲しいという理由で生協の組合員が爆発
的に増大した時期である。また独自のコープ商品だけでなく、他の商品を含めて、生協におけ
る取扱食品の添加物について、独自の規制リスト「Zリスト」を定めたが、これも「安心・安
全」の一環として、組合員から広く強く支持された。さらにこうした添加物をどう表示するか
という点でも、生協は社会をリードする活躍を果たしている。
　かつて、ありとあらゆる日本の食品・飲料品のパッケージには、「合成着色料使用」「合成保
存料使用」という文字が躍っていた。こうした添加物の「用途表示」「一括表示」では、消費者
には具体的に何という薬品が添加物として加えられているのか、全くわからない。そこで生協
は、こうした用途表示ではなく「物質名表示」をすることによって、消費者の知る権利を守ろ
うとしたのである。生協で購入したシュークリームの包装を見たところ、一般スーパーで売ら
れているそれと比較して、使われている食品添加物のあまりの多さに憤慨した組合員がいた、
などという笑い話も伝えられているが、そのような誤解を恐れずに正直な表示を貫くのが生協
のあるべき姿だとされたのである。
　今やこの物質名表示もまた日本における添加物表示に関する共通のルールとなった。香料な
どの例外を除けば、用途表示はもはや認められていない。店内調理品や小型包装物などの例外
規定があるのは問題だが、それらを除けば、食品添加物として用いられた物資は一応すべて表
示されることとなっている。ここでも生協が常識と標準を変えたのである。
6 　競争の激化と事業連合
　ところが、こうして「安心・安全」の最前線にあった生協が、近年続発する食品偽装表示問
題、食品不祥事において、当事者として登場するケースが続いている。
　食品に関する不祥事として、近年最大の事件といってもいいのが、牛肉 100％を謳いながら、
その実、コストダウンのために牛肉以外のさまざまなものを意図的に混入させていたミートホ
6ープ事件と、中国から輸入した冷凍食品の餃子に毒が混入されていた毒入り餃子事件であるが、
双方ともに問題となったのはコープ商品であった。
　もちろん、生協は一面ではこれらの商品の製造・加工を委託した会社から不良品をつかまさ
れた被害者であるということもできる。しかし、消費者から見れば、いうまでもなく生協は供
給サイドにあるわけで、理由はどうであれ、不良食品を組合員に販売してしまった責任は大き
い。コープ商品と並んで日本の生協の看板であったのが「産直」であるが、この産直において
も偽装事件が起こっているから、生協としては、一連の事件を単なる偶発的なものであるとか、
生協はむしろ被害者であるといって片付けることはできないであろう。
　要するに、流通戦争が激化し、とくに価格面で他業者と互角の勝負をすることが求められる
ようになったことが、生協にあらたなさまざまな問題を生じさせた大きな要因なのである。納
入業者にコストダウンを求めた結果、生産拠点を海外に求めざるを得なくなり、目が行き届か
なった。悪徳業者以外、きびしい基準で、しかも安い価格を要求するコープの注文を受ける業
者がなかった。価格や数量を生産者に保証する産直ではなく、市場取引同様のものに変質して
しまった……。生産者の不祥事の背後には、こうした生協の変化がある。
　生協が大規模化することは、かつてのような生協運動に熱心な組合員とは異なった考え方、
境遇、立場にある人々が大量に組合員として加入する生協となったということであり、品質や
価格についても、組合員のなかに多様な要求と願いがあるのが現在の生協である8）。価格面での
要求も、かつてより確実にきびしくなっている。各地の生協が事業連合を組織し、事業のかな
りの部分が事業連合によって遂行される体制をつくりあげているのは、こうした組合員の変化
に生協法の規制下で何とか対応しようという生協の知恵であった。
　上述のように、「県境規制」の下にある生協は、規模のメリットということでいえば、全国展
開するチェーンストアに対して圧倒的に不利である。一県内でしか事業展開できない生協が、
全国チェーンのスーパーに価格面で勝てるわけがない。そこで、関東地方の生協はコープネッ
ト事業連合に、東海地方の生協は東海事業連合に、そして関西の生協はコープきんき事業連合
に結集し、90年代以降、共同仕入れやシステムの共通化その他によって、競合に勝てる生協づ
くりをめざしてきた。
　しかし、生協は組合員組織である。規模の利益という点では事業連合化は大きなメリットが
あるが、民主的な運動という点では、さまざまな問題があるのはいうまでもない。
　どのような組織であっても、大規模化すればするほど、民主的な性格を維持することが困難
となることは当然であるが、事業連合の問題はそれだけではない。単位生協における民主的な
構造の上に、事業領域でのさまざまな決定・執行をする事業連合がおかれることにより、二重
 8） この点について詳しくは、杉本貴志「協同組合における組合員と組合員意識の多様化」、『協同組合研究誌に
じ』631 号、2010 年 9 月を参照。
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権力化や民主的決定過程の不在という問題が生じる恐れが出てくるのである 9）。
　大阪の大規模市民生協（いずみ、ぱる、よどがわ）が参加するコープきんき事業連合は、合
併同然の事業統合をめざすコープネット事業連合とは異なり、各生協の主権・独自性を最大限
尊重することを方針としており、緩やかな連帯というべき事業の連帯を志向している。これが
規模のメリットと協同組合としての民主性や地域性との両立に結びつくものかどうか、注目さ
れる。また、運動の理念という面で戦後大阪の生協に大きな影響を与えてきた関西大学生協は、
全国の数ある大学生協のなかで例外的に、事業連合はおろか全国大学生協連合会にも加盟して
いない。このような独自路線の正と負とともに、事業連合の功罪を検討し、考えることが、い
ま強くもとめられているのである。
7 　消費者運動と生協の新しい課題
　そしてもうひとつ、いま生協には、組合員の利益を図るだけでいいのか、ということが問い
かけられている。生協は組合員組織であるから、組合員の「共助」の組織であり運動なのだと
いうことがこれまで言われてきた、しかしそうした「共助」に加えて、生活協同組合は「公益」
をも考えるべきであるというのである。消費者の協同組合であるから消費者の利益確保に専念
するというのではなく、協同組合というのはもっと広く社会全体のことを考えるべき社会的存
在であるということが、最近非常に強調されるようになってきている。
　振り返ってみれば、たとえば生協の産直事業は、「より良いものをより安く」という精神で始
まったものではなかった。生産者と直結した産直ならば、新鮮で安全なものが手に入るという
考え方だけではなく、もっと奥深い考えをもって、生協産直は編み出され、展開してきたもの
である。それは、いわゆる「生協産直の三原則」に、しっかりとあらわれている。
　いまや「産直」ということばは、スーパーマーケットや通販業者などにも使われ、ダイレク
トに生産者からものを仕入れて売ることが産直であるかのように扱われているが、元祖である
生協の産直においては、「生産者がわかる」「生産・栽培方法がわかる」「生産者との交流があ
る」の 3つの条件を満たしていなければ、産直とは呼ばれない。ここで大切なのが最後の「生
産者との交流がある」という原則であって、ここに生協産直が開始された本質があらわされて
いる。産直とは、生産者と消費者とがお互いの願いと痛みを分かち合い、消費者の立場から生
産者を応援しようという取り組みとして始まったものなのである。
　環境問題への生協の取り組みについても、同じことがいえる。生協がレジ袋を率先して有料
化したり、低公害車を配送に使ったりすることは、直接的な、短期的な消費者の利益とはむし
 9） 杉本貴志「事業連合時代における生協ガバナンス―組合員主権組織の現代的展開」『関西大学商学論集』49
巻 3・4 合併号、2004 年、参照。
8ろ相反するものであろう。すこしでも価格が下がり、利便性が向上することを消費者はもとめ
ている。しかしそれでも、地域や地球の長期的な利益を考えて、環境問題に取り組んできたの
が生協である。それは非営利・共同の事業体として、当然の社会的責任だとみなされている。
いま生協にもとめられているのは、こうした社会的責任経営、倫理的な事業展開を、環境問題
以外においても追求することである。
　その点で一歩進んだ取り組みを始めたのがイギリスの協同組合であって、イギリスの生協は
倫理的ビジネスの展開を自らの最大の使命であり、アピールポイントであると考えている。イ
ギリスでは、日本のような「安心・安全」ではなく、「正しい商売」「倫理的な姿勢」が生協の
キャッチフレーズなのである。そして、そうした側面を強調した事業、たとえば地域に密着し
た小型店の展開や第三世界に配慮したフェアトレード商品の販売、あるいは動物福祉に配慮し
た商品開発等々に力を注ぐことで、長期低落傾向に歯止めをかけ、いまシェアの回復を着実に
果たしている（図 1、図 2、図 3）10）。
　その基礎となっている考え方が「倫理的消費」という概念である。倫理的な観点から買い物
を考え、より倫理的な消費行動をとることで消費から社会を変えようという運動が、イギリス
では展開され、生協をはじめとする流通業者は、そうした観点から、消費者の審判を受けてい
る。その中心は、「倫理的消費者」（Ethical Consumer）というNPO組織で、この組織は同名の
雑誌（図 4）を発行して、消費者に対して倫理的消費という考え方の啓蒙を図るとともに、生
協や企業に対して、その社会的責任経営についてのコンサルタントを行っている。
10） 杉本貴志「ヨーロッパにおける協同組合のフェアトレードへの取り組み」、『協同組合経営研究誌 にじ』627
号、2009 年 9 月。
図 1　 フェアトレードを訴える
イギリス生協のレジ袋
出所：筆者撮影
図 2　 フェアトレード・コットン
でつくられたイギリス生協
のエコバッグ
出所：筆者撮影
9大阪、日本、そして世界の消費者運動と協同組合運動
　大阪の生協は、かつて「いずみ事件」を起こして、世間からきびしく糾弾された11）。組合員民
主主義を追求していたはずの生協で、世間の感覚とはかけ離れた不祥事が起こってしまったの
である。その大阪いずみ市民生協は、現在、詳細なCSRレポート（社会的責任経営報告書）を
毎年発行するなどCSRという面では日本の生協では最も先端を行く取り組みを行っている12）。
　こうした側面をさらに進めて、事業において社会的責任、公益を追求することが、21世紀に
おける大阪と日本の生協の大きな課題となるであろう。それは、国際協同組合運動が定めた「コ
ミュニティへの責任」を果たす道であるとともに、消費者運動の新しい地平であるといえよう。
11） 杉本貴志「『公正な事業体』をめざして―21世紀の生協事業とガバナンス」、中川雄一郎編『生協は 21世紀
に生き残れるのか―コミュニティと福祉社会のために』（大月書店、2000 年）を参照。
12） 大阪いずみ市民生協の『CSRレポート 2010』は、第 14回環境コミュニケーション大賞（環境省、財団法人
地球・人間環境フォーラム主催）において、協同組合陣営で唯一、環境報告書部門で奨励賞を受賞している。
図 3　 イギリスの生協は取り扱うチョコレートを
全品フェアトレード・チョコレートに切り
替えている
出所：筆者撮影
図 4　Ethical Consumer誌
出所：筆者撮影

